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NY マーケットレポート（2018 年 8 月 29 日） 
※ 9/3-10 の「NY マーケットレポート」は、諸事情により休刊とさせていただきます。 
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NY 市場レポート 

 

≪ NY市場概況 ≫ 

NY 市場では、序盤に発表された 4-6 月期の米 GDP 改定値が市場予想を上回ったことや、米主要株価が堅調な

動きとなったことを受けて、投資家のリスク志向が強まり、相対的に安全な通貨とされる円を売ってドルを

買う動きが優勢となった。また、NAFTA（北米自由貿易協定）再交渉を巡る米国とカナダの協議進展に対する

期待感が高まったことも支援材料となり、ドル円・クロス円は堅調な動きとなった。米株式市場では、ダウ

平均株価が約 7 ヵ月ぶりの高値で終了、一方 S&P500 は初めて 2900 を上回り、ハイテク株中心のナスダック

とともに 4営業日連続で過去最高値を更新した。 

 

 

主要な米経済指標結果 

2Q GDP（前期比年率） 4.2％（予想 4.0％・前回 4.1％） 

2Q 個人消費（前期比） 3.9％（予想 3.9％・前回 4.0％） 

4-6 月期の米 GDP 改定値は、年率換算で前期比+4.2％となり、速報値から上方修正され、2014 年 7-9 月期以

来、3 年 9 ヵ月ぶりの高い伸びとなった。設備投資の上方修正が押し上げ要因となった。企業の設備投資が

+8.5％（速報値+7.3％）、GDP の約７割を占める個人消費は+3.8％（速報値+4.0％）、輸出は+9.1％（9.3％）、

輸入は-0.4％（+0.5％）、住宅投資は-1.6％（-1.1％）。FRB が物価の目安とする個人消費支出（PCE）物価指

数は、前年同期比+2.2％となり、FRB の目標である 2％を超えた。 

 

出所：Bloomberg 
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出所：Bloomberg 

 

7 月中古住宅販売仮契約（前月比） -0.7％（予想 0.4％・前回 0.9％⇒1.0％） 

7 月中古住宅販売仮契約（前年比） -0.5％（予想 -2.5％・前回 -4.0％） 

7 月の米中古住宅販売仮契約指数は、前月比-0.7％の 106.2（2001 年=100）となり、2ヵ月ぶりの下落、前年

比では-2.3％となった。地域別では、北東部が+1.0％、中西部が+0.3％、南部は-1.7％、西部は-0.9％。仮

契約は通常 1-2 ヵ月以内に本契約に移行するため仮契約指数は中古住宅市場の先行指数とされる。 

 

出所：Bloomberg 
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要人発言 

トランプ米大統領 

・米国は韓国と日本との軍事演習を再開できる 

・中国の北朝鮮援助は有益ではない 

・軍事演習はかつてない規模になる可能性も 

・中国との意見の相違はやがて解消される 

 

S&P500、ナスダック4営業日連続で過去最高値を更新 

米株式市場は、NAFTA（北米自由貿易協定）再交渉を巡る米国とカナダの協議進展への期待感を背景に、主要

株価は堅調な動きとなり、4 営業日続伸とった。ダウ平均株価は、序盤マイナス圏で上値の重い動きとなっ

たものの、その後は前日比 103 ドル高まで上昇するなど、約 7 ヵ月ぶりの高値で終了した。一方、S&P500 は

初めて 2900 を上回り、ハイテク株中心のナスダックとともに 4営業日連続で過去最高値を更新した。 

 

出所：Bloomberg 

 

出所：データを基に SBILM が作成 
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提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい

ても、当社および本情報提供者は一切の責任を負いません。 

本レポートに表示されている事項は、投資一般に関する情報の提供を目的としたものであり、勧誘を目的としたものではありま

せん。投資にあたっての最終判断はお客様ご自身でお願いします。  

 


